
１．はじめに

本稿は、三重県で働く12人の外国人就業者を対象としたインタビュー調査の結果をま

とめて報告するものである。三重県における外国人人口の県民人口に対する外国人人口の

割合は東京、愛知、大阪に次いで第4位であり（三重県 2018）、大都市圏を除いては例外

的に外国人の数が多い県となっている。一方、三重県では15歳から25歳の若年層の県外

流出が激しく、主に就職や就職に際して三重県以外の県を選択する若者が多いと考えられ

る（三重県 2018）。こうした人材の不足を埋める人的資源として現在更なる外国人の活

用が望まれている。

三重県内の大学における外国人留学生を対象とした調査では、日本での就職を希望する

留学生が全体の71％、その中で、就職する地域には「こだわらない」とする留学生が53

％となっている（福岡2015）。これは、三重県の若者が県外に流出する傾向が高い一方で、

人材不足に悩む三重県内の特に中小企業の人的ギャップを埋めるリソースとして、留学生

は大きなポテンシャルを持っているということを示している。

筆者らは、特に三重県内の高等教育機関で学ぶ外国人留学生が三重県の企業に就職する

にあたり参考となる情報を得ることを目的とし、現在三重県内で就業している外国人（以
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下「調査協力者」と呼ぶ）を対象に取材を行った。取材の対象となった調査協力者の就職

活動の経験、日本語学習に係る経験を中心に、日本で生活する上での苦労などを含めた情

報を聴取し、留学生に伝えることを目的として、2017年夏から聞き取り調査を実施した。

２．外国人留学生の日本での就職状況

2008年、日本政府は2020年を目標に「留学生30万人計画」を打ち出したが、2017年5

月時点で留学生数は267,042人を数え、直近の4年間で各年25～30％ほどの増加率を維

持している（JASSO 2017）。留学者数の増加に伴い、外国人留学生が日本での就職を目

的として在留資格変更許可申請を行った数も 2015年は17,088人（前年比20.6％増）、

2016年は21,898人（前年比28.1％増）と、大きく増加し続けている（法務省 2016,2017）。

しかし、上記の数字は、専門学校を含む様々な形の留学全てを含む留学生のデータであり、

大学または大学院の留学生に限定すると、企業の留学生採用者数は減少傾向にある。リク

ルート社が行った調査（2017）によると、2015年度卒の留学生の採用割合は23.6％、2016

年卒は19.6％、2017年卒は19％となっている。つまり日本で高等教育を修了した外国人

留学生の採用が減少しているということが推測される。実態として、日本で就職する外国

人留学生の数が増加する一方、就職を希望する留学生の内実際に就職できているのは希望

者の約半数であるということも報告されている（文化審議会国語分科会 2018）。

一般的に、外国人留学生の日本での就職を阻む要因の一つとしては、語学力不足という

根本的な問題がある。「外国人留学生の就職および定着状況に関する調査結果」（新日本有

限責任監査法人 2015）によると、企業の38.9％が外国人留学生採用にかかる問題として

「日本語能力の不十分さ」を挙げ、最大の課題となっている（日本語教育大会2018報告）。

また企業の見解を聴取した「外国人留学生の採用に関する調査」（株式会社ディスコ 2010；

回答社数923社）によると、7割以上の企業が、文系、理系共に留学生の採用において日

本人と区別することはなく、そして新卒採用した外国人留学生の配属先については8割以

上が「日本での勤務」と回答している。つまり留学生の就職活動にとって、外国人ならで

はの強みを生かせる機会はほとんどなく、従って日本人と一緒に働いても支障のないレベ

ルの日本語能力を持った人材が求められていると考えられる。これに対して、例え大学で

上級レベルと判定されている日本語学習者も、実務経験がほとんどない留学生が大半であ

るため、実務で使える日本語能力を備えている留学生は極めて少なく（恒松 2011,2014）、

従って就職に至る留学生の数も少ないということになる。

日本語能力の問題に加えて、日本企業の採用に至るまでのプロセスが、他の多くの国に

比べて複雑であることも、留学生の日本での就職が果たされにくい要因となっている。例
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えばエントリーシートの記入、SPI等の筆記試験、グループディスカッションやディベー

トなどは、日本人学生であっても長期間をかけて準備するものであるが、こうした日本独

自の就職活動は、外国人留学生にとって非常に把握しにくいものであり、高いハードルと

なっている（守屋 2012）。更にエントリーシートには200～400字の長さの志望動機や自

己PR等を日本語で書かなければならず、ここでも日本語能力の問題がオーバーラップし

てくることになり、留学生にとっては大きな負担となっている（山本・岩津 2008）。外国

人留学生を対象としたリクルート社の調査（2017）においても、留学生が就職活動におい

ての自身の弱みだと思うこと、そして就職活動中に困ったことを問うたところ、大多数の

留学生が、日本語能力不足、日本の就職活動というもの（エントリーシート、SPIなど）

がよく分からなかったことを挙げている。

こうした厳しい状況にあって、実際に現在日本で働いている外国人達はどのように就職

を果たしたのか。次節以降、筆者らが外国人就業者を対象として実施したインタビュー調

査の結果を報告する。

３．調査対象・調査方法

調査協力者は12人であるであるが、取材を行った順に以下の表に示す。表の中の「日

本滞在歴」と「日本での就業歴」は、インタビューを行った時点（2017-2018年度）のも
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出身国等による属性 性別 勤務先 日本滞在歴 日本での就業歴

韓国人A 女 大学（教授） 約32年 約26年

フィジー人 男 英会話教室（講師） 約20年 約15年

ラオス人 女 大学（医学部技術補佐員） 約17年 約14年

モンゴル人（中国・

内モンゴル自治区）
女 プラスティック加工会社 約12年 約2年

スリランカ人 男 電機メーカー 約21年 約14年

ベトナム人

男A

IT企業

約7年 約2年

男B 約2年半 約2年半

女 約半年 約半年

バングラデシュ人 男 土木関係 約3年 約1年

韓国人B 女 光化学機器メーカー 約5年 0（就業開始1週間前に取材）

ネパール人 男 レストラン 約8年 約8年

ペルー人 男 国際交流団体 約14年 約12年

表1 日本滞在歴及び日本での就業歴



のである。また日本滞在歴と日本での就業歴について、複数回日本滞在経験がある場合お

よび複数の企業での就業経験がある場合は、その合計年数を記す。

この12人の中で、大手企業に就職を果たしたのはスリランカ人と韓国人Bである。韓

国人Bについては、取材当時大学4年生であったが、既に日本企業から内定を得、入社

式も終えており、次週から就業が始まるという時期に取材を行ったため、就業歴は「0」

と記す。また、ベトナム人3人は同じ企業に勤務する同僚であり、同時に取材を行った。

筆者らは、上記の外国人就業者を対象に1人約30分のインタビューを、フリートーク

に近い半構造化インタビュー形式で行った。場所は、主に調査協力者らの勤務先または近

隣のカフェ等であったが、ラオス人に関しては、時間の都合がつかなかったため、携帯電

話アプリLINEのビデオ通話機能を用いて、携帯電話の画面越しに取材を行った。また、

ベトナム人の3人については、就業先の日本人社員立会いのもとで取材を行った。

インタビューで聴取した内容は記事の形式にしてまとめ、取材対象となった外国人就業

者の了解の上、三重大学地域創発センターホームページの学生ブログ欄に公開し（http://

www.cocpls.mie-u.ac.jp/chiiki/blogs-by-students/）、三重大学の留学生を含め誰もが閲覧で

きるようにした。また、許可が得られた場合は、調査協力者のeメールアドレスも掲載し、

三重大学の留学生が調査協力者に直接コンタクトをとって質問することもできるものとし

た。

次節以降では、インタビューで聴取した内容を、「来日したきっかけ」「日本語の習得」

「就職活動」「日本または三重県での就職を希望する留学生へのアドバイス」の4項目に分

類してみていく。

４．調査結果

４．１ 来日したきっかけ

調査では、まず会話の導入として、調査協力者が来日したきっかけについて尋ねた。結

果を以下に示す。

４．１．１ 留学をきっかけとして来日した場合

取材対象となった外国人就業者のうち、留学を機に来日した外国人が12人中7人（韓

国人A、フィジー人、スリランカ人、バングラデシュ人、モンゴル人、ベトナム人男A、

韓国人B）を占めた。この7人の中で、来日時に日本語能力が初級またはそれ以下であっ

た者は4人（韓国人A、フィジー人、スリランカ人、バングラデシュ人）である。更に

この4人の内2人（韓国人A、スリランカ人）が、留学先となる日本の大学では英語で
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授業が受講できるため日本語能力はさほど必要ないと聞いて来日したのだが、実際に来て

みるとそれは間違った情報で、日本語ができないと大学の授業が受講できないことが判明

したと回答した。バングラデシュ人については、留学先の大学院で、特に日本語能力を必

要とされなかった。また、留学を目的として来日した7人の内、来日前にある程度の日本

語能力を持っていた者は3人いるが（モンゴル人、ベトナム人男A、韓国人B）、調査協

力者は自国の日本語専門学校または高校で日本語を学習しており、モンゴル人は日本語能

力試験2級、韓国人Bは3級を取得済みであった。

４．１．２ 留学以外のきっかけで来日した場合

留学を目的とせず来日した5人の外国人（ラオス人、ベトナム人男B、ベトナム人女、

ネパール人、ペルー人）の中で、来日時にほぼ日本語能力がゼロに近かった者は、ラオス

人とネパール人である。日本人との結婚を機に来日したラオス人は、来日前にハワイの大

学でメディカルドクターの資格を取得しているが、その大学で日本語のクラスを2学期分

受講している。しかし夫がラオス語を話せることもあって、来日時の日本語能力は初級程

度であった。ネパール人については、来日前に母国のレストランでシェフをしていたとこ

ろに日本人客が現れ、その客の誘いで日本のレストランでシェフとして働くに至ったとい

う経緯であった。このネパール人は妻と娘を連れて来日したが、3人ともほぼ日本語を話
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出身国等による属性 性別 勤務先 来日したきっかけとその後の進路

韓国人A 女 大学（教授） 大学院留学→後に博士号取得（環境学専攻）

フィジー人 男 英会話教室
専門学校（ホテル関係）留学→後に修

士号取得（マーケティング専攻）

ラオス人 女 大学（医学部技術補佐員） 日本人との結婚

モンゴル人（中国・

内モンゴル自治区）
女 プラスティック加工会社 大学留学→後に修士号取得（教育学専攻）

スリランカ人 男 電機メーカー 大学留学→後に修士号取得（機械工学専攻）

ベトナム人

男A

IT企業

大学留学→学士号取得（分子工学専攻）

男B 母国にある子会社からの出向

女 母国にある子会社からの出向

バングラデシュ人 男 土木関係 大学院留学→修士号取得（土木工学専攻）

韓国人B 女 光化学機器メーカー 大学留学→後に学士号取得（国際関係学専攻）

ネパール人 男 レストラン 就職

ペルー人 男 国際交流団体 父親の仕事→後に就職のため再来日

表2 来日のきっかけ



せない状態であったということである。

また留学を目的とせず来日した5人の内ベトナム人男Bとベトナム人女は、日本企業

の子会社が母国にあり、そこの社員であったのだが、その子会社では週に2回無料で日本

語のクラスが開講されていた。2人ともその日本語クラスを受講し、1人は来日前に日本

語能力試験の5級を取得していた。この2人に関しては、日本で就職活動をして今の仕事

に就いたという訳ではなく、ベトナムにある子会社からの出向という形で来日し、日本で

の就業を始めたものである。最後に、ペルー人に関しては、初めて来日したのは小学生の

時であり、仕事の事情で先に来日していた父親を追って家族で引っ越してきたものであっ

た。2年半ほど日本で生活した後ペルーに帰国し、その後ペルーで26歳まで住んだ後に、

日本で働きたいと思い来日したという経緯であったが、この2回目の来日時には、（本人

曰く「日本人の子どもが話すような日本語」ではあったものの）、高水準の日本語コミュ

ニケーション能力を持っていたと思われる。

４．１．３ 今後の日本滞在予定

現在母国の子会社から出向という形で来日しているベトナム人女は、一定期間の後帰国

することが決まっており、また同じ会社のベトナム人男Aは、4～5年は今の会社で働く

が、そのあとはどうするか分からないと述べている。その他の8人は、特に大きな問題が

なければ現在就業している会社で働き続け、日本に住み続けたいと言っている。この8人

の内韓国人A、ラオス人、スリランカ人、ペルー人は日本の永住権を取得しているが、

フィジー人、モンゴル人、バングラデシュ人、韓国人B、ネパール人は技術・人文知識・

国際業務ビザを更新しながら日本での滞在を続けている。

４．２ 日本語の習得について

前述の通り、外国人が日本で就職するにあたっての大きな壁の一つは語学力の問題であ

るが、今回取材を行った外国人就業者はどのようにしてこの壁を克服したのであろうか。

調査協力者は既に日本語でのコミュニケーション能力を獲得しているが、日本語の習得に

は現在進行形で苦労・努力をしているという点で意見が一致している。日本に来て苦労し

たこと、またはしていることを聞いたところ、フィジー人を除く全員が日本語の習得、運

用であると回答した。例えば、スリランカ人は「日本語ができなくては何もできない」、

ラオス人は「日本語の学習、これが一番厳しいところ」、バングラデシュ人は「今でも書

類に漢字がたくさんあると、これを理解するだけで多大な時間を費やしてしまう」と実感

を持って回答している。

取材では、協力者の外国人12人の日本語学習経験を聴取したが、まず調査協力者の日

三重大学国際交流センター紀要2019 第14号（通巻第21号）

―90―



本語能力を客観的に理解するために、彼らが取得した日本語能力試験のレベルを下の表に

示す。（日本語能力試験のレベルは改定前は「1級」、改定後は「N1」と呼ばれるが、混

乱を避けるために本稿では全て「1級」のように記述する。）

４．２．１ 日本語能力試験に合格している就業者の場合

取材協力者の中で現在までに日本語能力試験に合格している者は、韓国人A、モンゴ

ル人、スリランカ人、ベトナム人男A、ベトナム人男B、ベトナム人女、韓国人B、ペルー

人の8人である。まず韓国人Aとスリランカ人は、前述の通り、留学先となる日本の大

学では英語で授業が受講できるため日本語能力はさほど必要ないと聞いて来日したものの、

実際に来てみると日本語ができないと大学の授業が受講できないと判明したということで

あった。韓国人Aの日本語能力は来日時の大学の日本語レベル判定テストで最下位クラ

スのレベルであったが、半年後には最上位クラスに移行している。この韓国人Aは、日

本の小学校1年生の教科書を全科目分購入し、これを教材として日本語を学習したと述べ

ている。スリランカ人に至っては日本語能力がゼロの状態で来日したのだが、半年後には

日本語能力試験の1級を取得し、大学入学試験に合格している。この2人の、「24時間体

制で死ぬかと思うほど勉強し（韓国人A）」、「二度とあの時期に戻りたくない（スリラン

カ人）」という猛烈な状況がうかがえる。
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出身国等による属性 性別 勤務先 日本語能力試験

韓国人A 女 大学（教授） 1級

フィジー人 男 英会話教室 なし

ラオス人 女 大学（医学部技術補佐員） なし

モンゴル人（中国・

内モンゴル自治区）
女 プラスティック加工会社 1級

スリランカ人 男 電機メーカー 1級

ベトナム人

男A

IT企業

1級

男B 4級

女 5級

バングラデシュ人 男 土木関係 なし

韓国人B 女 光化学機器メーカー 1級

ネパール人 男 レストラン なし

ペルー人 男 国際交流団体 1級

表3 日本語能力



留学を目的として来日した韓国人Bとモンゴル人、そしてベトナム人Aも、それぞれ

留学先の大学または大学院在籍中に1級を取得している。この内韓国人Bとモンゴル人

は、来日前に既に日本語能力試験のそれぞれ2級と3級を取得していたが、この2人も来

日時は不自由なく日本語が話せるというレベルではなかった。例えば、韓国人Bは、スー

パーマーケットでレジの人が言っていることが分からず、何も買わずに店を出たというエ

ピソードを紹介した上で、「生きるために日本語を覚えるしかなかった」と笑顔で述懐し

ている。

ベトナム人男Aと同じ会社に勤めるベトナム人男Bとベトナム人女は、ベトナムの子

会社からの出向という形で来日しており、他の取材対象外国人と比べると日本語能力は低

い方であるが、男Bは4級を取得、女は（前述の通り）来日前に5級を取得している。

ペルー人に関しては、小学生時代に日本に2年半住んだ経験があるため、一定の会話能

力はその時期に獲得していたが、成人後就職を目的に再来日した後、公文の日本語講座を

受講し、再来日1年目に3級を、2年目に2級を、3年目に3級を取得している。

現在までに日本語能力試験に合格している9人の内、ベトナムの子会社からの出向とい

う形で来日したベトナム人男Bとベトナム人女を除く7人全てが日本語能力試験の1級

保持者であるという点、つまり高い日本語能力を持っているという点が、調査協力者の共

通項として挙げられる。

４．２．２日本語能力試験に合格していない就業者の場合

現在までに日本語能力試験に合格していないまたは受験していない者は、フィジー人、

ラオス人、バングラデシュ人、ネパール人の4人であるが。この4人は皆、来日時は日本

語能力がゼロの状態であったが、ラオス人、バングラデシュ人、ネパール人の3人は普段

の業務も全て日本語で行なっていることから、高い日本語コミュニケーション能力を持っ

ていると言える。またフィジー人は英会話講師であるため、業務上のコミュニケーション

は概ね英語で行っているが、他の3人と比べても遜色のない日本語能力を持っている。バ

ングラデシュ人については、大学院での研究に日本語能力はさほど必要とされなかったに

も関わらず、留学生対象の日本語クラスを受講することはもちろん、日本語の授業で使わ

れた教科書に載っている単語は全て暗記したという。また結婚を機に来日したラオス人、

日本のレストランに就職したネパール人は、日本での就学経験はないため、主に日本での

生活の中で、そして市役所が開講する日本語教室に参加するなどしたりして、日本語を習

得したと述べている。

４．２．３ 子どもの母語維持について

調査協力者の内、子どもがいる回答者は韓国人A（夫は日本人）、ラオス人（夫は日本
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人）、モンゴル人（夫はモンゴル人）、スリランカ人（妻はスリランカ人）、ネパール人

（妻はネパール人）、ペルー人（妻はブラジル人）の6人であるが、ラオス人、スリランカ

人は、子どもは親の母語（ラオス語、シンハラ語）を話さないと回答しており、ラオス人

は、自身が日本語の習得に必死であったため、子どもにラオス語を教える余裕がなかった

と語っている。また子どもが日本の幼稚園に通っているモンゴル人は、子ども（取材時に

6歳と3歳）はモンゴル語を多少は理解できるものの、モンゴル語で話しかけても日本で

返事をしてくるということで、子どもたちの中で日本語の方が優勢となっていることがう

かがえる。またモンゴル人は、言語以外にも、文化的な食い違いを感じると述べた。例え

ば、子ども達が「今日は保育園でこういうお話を聞いた」、「こういう遊びをして来た」と

日本人なら誰でも知っているお話や遊戯について話しても、親が知らないため話が通じな

いことがあると言う。

一方、ネパール人とペルー人の子どもは、両親の母語（ネパール語、ペルー語、ポルト

ガル語）を流暢に操るという。この内ネパール人の子どもは、来日した当時2歳前後であっ

たという計算になるが、おそらくこの子どもが4～5歳になる頃までは、両親ともほとん

ど日本語が話せない状態であったため、長期間に渡りネパール語が唯一の家族間共通言語

であったと推測されることから、親の日本語力が向上した後に子供が生まれたモンゴル人、

スリランカ人、ペルー人のケースとは違い、子どもはネパール語を忘れるわけにはいかな

かったという事情が推測される。また両親が一緒にレストランで働いており、子どももレ

ストランで余暇の時間を過ごしたり仕事を手伝ったりしていることから、家族で過ごす時

間が長かったであろうことも子どものネパール語能力維持に影響した可能性がある。一方、

ペルー人の子どもは、父親がペルー人、母親がブラジル人であり、また毎年父親の親類が

訪日しているといった事情から、多言語話者であることが自然な環境であったという可能

性がある。

４．３ 就職活動について

調査協力者の内、実際に日本で就職活動をして現在の職を得た者と、日本での就職活動

を経ずに採用された者を分けて以下の表に示す。

４．３．１ 日本の一般的な就職活動をして就職した場合

日本で就職活動を経験したのは上記の8人であるが、その中でも日本の一般的な新卒採

用を前提とした就職プロセスに従って現在の職についたのはモンゴル人、スリランカ人、

ベトナム人男A、韓国人Bの4人である。この4人の中で最も順調に就職活動を進めた
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のは韓国人Bである。所属大学の3年次にキャリア関連科目を受講し、日本の就職活動

のプロセス、ビジネスマナー、SPI等について学んだ後、「マイナビ」、「リクナビ」に登

録、そして3年次の3月から約30社の企業説明会に出席し、採用試験の一次選考を通過

したのが約10社、面接にこぎつけたのが3社、その内2社から内定をもらった末に、大

手光化学機器メーカーに就職を果たしている。

モンゴル人に関しては、一般的なプロセスに従って就職活動をしていたが、内定をもら

うまでに大変苦労したという感想を述べている。彼女の場合、最終的には、ある採用面接

で、「うちの会社では雇えないが、君を雇ってくれそうな他の会社を紹介してあげる」と

言われ、紹介してもらった中小企業に就職したというやや変則的なケースである。

一方、スリランカ人とベトナム人男Aは、就職活動を始めるのが他の日本人に比べて

遅かったためやや苦労したと回想している。日本の就職活動は他の多くの国に比べて早く

始まり、長いプロセスを踏むのが一般的であるのだが、こうした慣習に馴染みがなく、就

職活動を始めるべき時期がよく分かっていなかったということである。またベトナム人男

Aは、履歴書を手書きで書かなければならないこと、またSPIの問題などに苦労したと

いう印象を持っている。SPIの問題に関しては、問題文の漢字を見て問題の意味を推測す

ることで乗り切ったということである。このベトナム人男Aは、モンゴル人の例に似て、

やや変則的な形で就職を果たしている。三重県国際交流財団が開講する外国人のための日
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出身国等による属性 性別 勤務先 日本での就職活動の有無

韓国人A 女 大学（教授） 有

フィジー人 男 英会話教室 有

ラオス人 女 大学（医学部技術補佐員） 無

モンゴル人（中国・

内モンゴル自治区）
女 プラスティック加工会社 有（一般的な新卒採用）

スリランカ人 男 電機メーカー 有（一般的な新卒採用）

ベトナム人

男A

IT企業

有（一般的な新卒採用）

男B 無

女 無

バングラデシュ人 男 土木関係 有

韓国人B 女 光化学機器メーカー 有（一般的な新卒採用）

ネパール人 男 レストラン 無

ペルー人 男 国際交流団体 有

表4 日本における就職活動の有無



本語教室に出席していたところ、その場に三重県のIT企業の管理職社員が立ち寄り、こ

の企業がベトナムに子会社を持つ企業であったため、この社員がベトナム人男Aを勧誘

したというものである。

日本の一般的な就職活動を経て現在の職に就いた上記の4人に共通するのは、全て留学

を目的として来日し、在学中に日本語能力試験の1級を取得しているという点である。新

卒採用を前提とした就職活動においては、日本の年度歴に従って日本の高等教育機関を卒

業し、尚且つ日本語能力試験1級という分かりやすい日本語能力の証明ができることが、

一つの条件として挙げられ得る。

４．３．２ 日本の一般的な就職活動をせずに就職した場合

新卒採用を前提とした一般的な就職活動を経ることなく就職を果たしたのは、韓国人

A、フィジー人、ラオス人、ベトナム人女、ベトナム人男B、バングラデシュ人、ネパー

ル人、ペルー人の8人である。この内韓国人Aは大学教員であるため、一般的な就職活

動というよりも研究活動が評価されての採用ということになる。またベトナム人女、ベト

ナム人男Bは、前述の通り、ベトナムにある日本企業の子会社に就職した上で、そこか

らの出向という形で日本企業での就業を始めた。ただし、ベトナム人男Bについては、

現在は出向という形ではなく、日本の本社採用という形に切り替えられている。出向を経

て、その働きから本社に残ることが認められたという、変則的な日本での就職ということ

になる。

フィジー人は英会話教室の講師であるが、講師のポジションは通年で募集されており、

これに応募したものである。バングラデシュ人とペルー人は、欠員による適時募集に応じ

て就職を果たしたものである。この内バングラデシュ人は、来日半年後、まだ日本語が初

級レベルの頃にハローワークに足を運び、職員にインターネットで仕事を探す方法を教え

てもらったという。またその時に、ハローワークの職員に、「日本で仕事がしたいなら日

本語ができなきゃダメですよ」と言われ、日本語の習得に励んだということである。結局、

彼はインターネットで探した土木関係の中小企業に就職した。一方ペルー人も、ハローワー

クを通じて仕事を得たものである。ただ「ハローワークにこういう求人情報がある」と知

人に教えてもらったとのことなので、個人的なコネクションを活用した例とも言える。

完全に個人的なコネクションに頼って採用に至ったのは、ラオス人とネパール人である。

ラオス人は、来日後、体調の不調から近隣の大学病院に通院していたところ、担当の医師

に、自分が来日前にハワイでメディカルドクターの免許を取得したこと、子ども（当時3

歳と0歳）が幼稚園等に通う歳になったら仕事がしたいということを話すに至った。これ

を聞いた医師が、それならばと当該大学の医学部の技術補佐員としての働き口を紹介し、
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採用に至ったものである。またネパール人は、前述の通り、母国でシェフをしていたとこ

ろ、客として来た日本人に日本で働くことを勧められたものである。このラオス人とネパー

ル人は、特に就職活動をしていない場面で思いがけず求人情報が得られ、それを自身の就

職につなげているという点が共通している。

４．３．３ 現在の職業と自身の専門性の関係

全体的に見て、なんらかの専門性を活かした仕事に就いた者が多いように思われる。韓

国人Aは大学教員であるので、当然自分の専門に関わる仕事をしている。ラオス人はメ

ディカルドクターとしての専門性を活かして大学医学部の技術補佐員に、スリランカ人と

バングラデシュ人も大学院時代の専攻に準じた職業に就いている。ベトナム人男Aは、

大学時代の専門が分子工学であるのに対し、現在勤務しているのがIT企業であるので、

理系という広い意味では専門性を活かしていると言えなくもない。フィジー人は、学問と

しての専門性とは関係がないが、ネイティブの英語話者という属性を活かして英会話講師

になっている。ネパール人はシェフという専門職であり、母国で就いていた職業にそのま

ま日本でも就いている。

一方、大学院または大学時代の専攻とは関係のない仕事に就いているのがモンゴル人

（教育学専攻→プラスティック加工会社就職）と韓国人B（国際関係学専攻→光化学機器

メーカー就職）であるが、この内、年齢が23歳と、他の日本人新卒就職者と変わらない

条件の韓国人Bは最もスムーズに就職を果たした。一方、自国で二つの専門学校に通っ

てから来日して日本の大学に入学し、また大学院生の時期に結婚そして2人の子どもを出

産したため2年間の休学を経て大学院を卒業したモンゴル人は、就職に臨んだ年齢が30

前後であったことも影響してか、就職活動に苦戦した末に中小企業に入社したという印象

がある。

４．４ 今後三重県で就職する留学生たちへのアドバイス

インタビューの最後に、今後三重県または日本で就職したいという留学生たちへのアド

バイスを求めた。結果を次の表にまとめる。

今後日本で働くことを希望している留学生へのアドバイスとしては、日本語・日本文化

を学習することというものが多い。特に日本語を学習することとした回答は、日本で最も

苦労したまたはしていることは日本語の習得、運用という前述の調査協力者の回答と反映

するものであろう。

日本語、日本文化の学習以外の回答としては、日本の慣習に溶け込むことを勧める声も

多い。フィジー人の回答（「日本文化を受け入れること」）、スリランカ人の回答（「自分の
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出身国等による属性 性別 勤務先 日本で就職したい留学生へのアドバイス

韓国人A 女 大学（教授）

・日本語、日本文化、日本の歴史、また自分

の専門分野の学習

・色々な国の友達をたくさん作ること

フィジー人 男 英会話教室

・日本の文化を学び、体験し、尊重し、これ

を受け入れること

・日本の労働に関する文化や環境について予

備知識を持っておくこと

・日本語の学習

ラオス人 女 大学（医学部技術補佐員） ・日本語、日本文化、日本の働き方を学ぶこと

モンゴル人（中国・

内モンゴル自治区）
女 プラスティック加工会社

・最初の仕事は、「自分の好きなこと」と

「自分ができること」を考えて選ぶこと

・時間がある学生時代に、仕事に役立つよう

な知識・資格をとっておくこと

スリランカ人 男 電機メーカー

・「郷に入りては郷に従え」ということわざ

にある通り、日本で日本人の中で生活する

ことに馴染むこと

・自分のプライドを捨てて、日本のやり方を

身につけること

・学生時代の間に、アルバイトなどを通じて

「ホウ・レン・ソウ」などの基本的なこと、

また先輩後輩の関係などを学んでおくこと

（仕事を始めたら、更に仕事上で必要なこ

とを学ばなければならなくなる）

ベトナム人

男A

IT企業
・日本語の学習

・色々な経験を積むこと
男B

女

バングラデシュ人 男 土木関係

・日本語の学習

・時間や法律をしっかり守ること（「知らな

かった」では済まされない）

韓国人B 女 光化学機器メーカー

・就職試験に落ちても、気に病まないで次の

試験に臨むこと

・日本語の学習（「日本に住みたい」、「日本

で就職したい」という気持ちだけでは、企

業にとっても採用できない）

・日本語能力試験と日本語実用検定に合格す

ること

ネパール人 男 レストラン ・真面目で正直な心を持つこと

ペルー人 男 国際交流団体

・仕事のハードルが高そうに見えても、とに

かくやってみること

・仕事に就いた後も日本語を学び続けること

表5 日本で就職したい留学生へのアドバイス



プライドを捨てて」）、バングラデシュ人の回答（「時間や法律を守ること」）などの回答か

らは、外国人ということを全面に押し出すことなく、日本人のやり方やルールに従い、こ

れに馴染むことを重要視する姿勢が伺える。特にスリランカ人は、違法滞在者だと思われ

たり、日本語を話せないと思われたりする経験もあったそうだが、これに反発するのでは

なく、対話することで自分に対する差別的な壁を打破しなければいけないという意見を述

べている。

５．まとめと考察

本稿では、三重県内で働く12人の外国人就労者の「来日したきっかけ」、「日本語の習

得」、「就職活動」、「日本または三重県での就職を希望する留学生へのアドバイス」につい

て報告したが、実際のインタビューでは、それ以外の多くの経験や苦労話についても聞く

ことができた。日本で安定した職を得た者であっても、現在も努力を続けながら日本での

生活を送っていることが分かった。このような「先輩」の話は、日本人学生同様に将来の

進路に悩む留学生たちの一つのモデルとなると考えられる。インタビュー内容の掲載記事

には、了承の得られた協力者の連絡先が掲載されていることから、直に連絡をとって話を

聞くこともできる。今回の報告を、今後留学生に実際に読んでもらい、日本や地方におけ

る就職意欲の増加につながれば幸いである。
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